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I．一般仕様 

1. 概要 

 日本原子力研究開発機構（原子力機構）は、高温ガス炉による大量かつ安価なカーボンフリ

ー水素製造の実現に向けた研究開発を進めている。高温ガス炉の実用化には、高温ガス炉

の設計上や安全上の特徴を考慮した安全基準や、高温ガス炉特有の機器である高温機器や

黒鉛構造物に関する規格の策定が必要となる。 

本作業では、高温ガス炉の規格基準案を検討する民間学協会に設置された委員会運営を

行う。 

 

2. 作業内容 

(1) 委員会運営 

(2) 報告書の作成 

 

3. 提出図書 

(1) 工程表     契約後速やかに    1 部 

(2) 作業実施体制表          契約後速やかに  1 部 

(3) 委任又は下請負届 （原子力機構指定様式） 作業開始 2 週間前まで  1 部 

(4) 報告書     期間内    3 部 

(5) 委員会及びワーキンググループ検討結果をまとめたスライド 

 納期 2 週間前まで 1 部 

(6) 報告書を収めた CD-R                期間内    1 式 

 

 （提出先） 

原子力機構 大洗研究所 高温ガス炉プロジェクト推進室 

高温ガス炉安全評価グループ居室 

 

4. 貸与品及び支給品 

なし 

 

5. 作業実施場所 

 受注者側実施施設又は発注者側実施施設 

 

6. 納期 

令和 7 年 3 月 31 日（月） 
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7. 納入場所 

 茨城県東茨城郡大洗町成田町 4002 番地  

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

  大洗研究所 HTTR 研究棟内 指定場所 

 

8. 検収条件 

 3.に定める提出図書が全て提出され、作業計画書に従い作業が実施されていることを原子

力機構が確認した時をもって検収とする｡ 

 

9. 検査員及び監督員 

検査員： 一般検査 管財担当課長 

監督員： 高温ガス炉安全評価グループリーダー 

 

10. グリーン購入法の推進 

(1) 本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）

に適用する環境物品（事務用品、ＯＡ機器等）が発生する場合は、これを採用するものと

する。 

(2) 本作業計画書に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針

に定める「紙類」の基準を満たしたものであること。 

 

11. その他 

・ 受注者は発注者と緊密な連絡を取りつつ作業を行うこと。発注者が必要と認めた場合

には随時技術打ち合わせを行うこと。 

・ 受注者は発注者から貸与される技術資料、情報を第三者に提供するときには、予め書

面による許可を求め、発注者の承認を得なければならない。 

・ 貸与品（使用許可品）に関しては本契約以外での使用は、受注者が予め書面による許

可を求め、発注者の承認を得なければならない。 

・ 本作業計画書に関して疑義が生じた場合は、双方協議の上、発注者が指示する。 
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II．作業仕様 

1. 委員会運営 

(1) 対象とする委員会 

1) 日本原子力学会の委員会 

委員会開催回数： ４回（対面参加を含む開催２回） 

ワーキンググループ開催回数： ４回（オンライン開催(Web 会議)） 

作業期間：令和６年度 

 

2) 日本機械学会の委員会 

開催回数： ４回（対面参加を含む開催２回） 

作業期間：令和６年度 

 

(2) 委員会及びワーキンググループ準備 

受注者は、委員会及びワーキンググループの開催に先立ち、以下の準備を行うこと。 

 

 設置学会の定める規程に基づき、委員委嘱手続きを行うこと。 

 出席者と予定を調整し、開催日時を決定すること。 

 オンライン開催の場合は、受注者側で配信場所と器材を確保し、Web 会議を主催するこ

と。 

 オンライン会議の場合は、Web 会議の招待情報を出席者に連絡すること。 

 会議資料を開催前日までに委員に送付すること。 

 対面参加を含む開催の場合は、会場の手配を行うこと。会場は東京都千代田区内幸町

周辺の会議室とすること。 

 対面参加を含む開催の場合は、会場の設営（会場配置、発表用機材等の備品準備、委

員名札の設置）及び片付けを行うこと。 

 対面参加を含む開催の場合は、当日の資料を印刷配布すること。 

※Web 会議に使用するアプリケーションは、Webex を原則とする。 

 

(3) 委員会及びワーキンググループ対応 

受注者は、委員会及びワーキンググループ当日、以下の作業を行うこと。 

 

 議事を録音するとともに委員発言の全てを記録した議事メモを作成すること。 

 オンライン開催の場合は、開催中に委員の通信状況を監視し、トラブルが発生した場合

には対処すること。 

 対面参加を含む開催の場合は、１名以上が常駐し、委員の案内等の庶務を対応すること。 

 対面参加を含む開催の場合は、開催後、委員へ旅費支給手続きを行うこと。 

 日本原子力学会の委員会：遠方より対面参加する３名の委員について、受注者より
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旅費支給、及びそのための手続きを行うこと。 

委員 1 名：名古屋-東京 

委員 1 名：大阪-東京 

委員 1 名：札幌-東京 

 日本機械学会の委員会：日本機械学会の定める規程に基づき、旅費支給手続きの

みを行うこと。 

 

(4) 委員会及びワーキンググループ検討結果の整理 

 受注者は、委員会及びワーキンググループ開催後、以下の検討結果整理を行うこと。 

 

 委員発言を記した速記録を作成すること。（委員会またはワーキンググループ当日） 

 設置学会の規程に従い、開催報告書を作成すること。（委員会またはワーキンググループ

翌日） 

 速記録を整理し、議事録案（概要版）を作成すること。（委員会またはワーキンググループ

開催後 3 日以内） 

 開催報告書及び議事録案（概要版）の発注者確認後、委員に回付し、確認を受けるととも

に、コメントを反映して議事録確定版を作成すること(委員会またはワーキンググループ開

催後 2 週間以内）。 

 委員発言の全てを記録した議事メモを整理し、議事録案（逐語版）を作成すること。（委員

会またはワーキンググループ開催後 1 週間以内） 

 速記録及び議事録案（概要版）から委員の意見を整理の上、表１に示す「委員意見と対

応の一覧表」フォーマットに従い、「委員意見と対応の一覧表」を作成すること。（委員会ま

たはワーキンググループ開催後 1 週間以内） 

 外部報告会での説明用として、委員会及びワーキンググループ検討結果をまとめたスラ

イドを作成すること。 

 

2. 報告書の作成 

 委員会及びワーキンググループでの検討結果をまとめた報告書を作成する。報告書には、

委員会及びワーキンググループの資料、議事録確定版、開催報告書、「委員意見と対応の一

覧表」、発注者が作成した委員会及びワーキンググループ検討結果をまとめたスライド及び発

注者が提示する委員会及びワーキンググループの検討結果に関する資料を含めること。報告

書の文章は Microsoft Word、図面については Microsoft Excel （いずれも Windows 版）、ある

いは同等互換のあるソフトで作成すること。 

 

以 上 
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表１ 委員意見と対応の一覧表の形式 

委員名 委員意見 対応 

A委員 

・・・・・ ○○○○ 

・・・・・・ ○○○○ 

・・・・ ○○○○ 

・・・・・・ ○○○○ 

・・・・・・ ○○○○ 

B委員 

・・・・・ ○○○○ 

・・・・・・・・ ○○○○ 

・・・・・ ○○○○ 

 

 


